













































































































































































































金 額（円) 構 成 比（％)世帯人
員数 総計 飲食費 被服費 光熱費 住居費 雑費 総計 飲食費 被服費 光熱費 住居費 雑費
昭和22年 4.70 4,684 3,095 492 214 200 683 100.0 66.1 10.5 4.5 4.3 14.6
昭和23年 4.81 8,786 5,569 993 392 369 1,463 100.0 63.4 11.3 4.5 4.2 16.7
昭和24年 4.74 11,885 7,138 1,288 498 548 2,413 100.0 60.0 10.8 4.2 4.7 20.3全
都
市
昭和25年 4.79 11,980 6,880 1,473 596 547 2,484 100.0 57.4 12.3 5.0 4.6 20.7
昭和26年 4.80 14,389 7,822 1,954 754 651 3,208 100.0 54.4 13.6 5.2 4.5 22.3
昭和27年 4.89 17,838 9,134 2,579 982 866 4,277 100.0 51.2 14.5 5.5 4.8 24.0
昭和28年 4.92 21,304 10,764 2,881 1,180 1,128 5,351 100.0 50.5 13.5 5.6 5.3 25.1
昭和22年 5.19 4,982 3,008 604 297 239 833 100.0 60.4 12.1 6.0 4.8 16.7
昭和23年 5.40 10,615 5,980 1,184 745 526 2,180 100.0 56.3 11.2 7.0 5.0 20.5
昭和24年 5.05 14,154 7,982 1,664 861 660 2,987 100.0 56.4 11.8 6.1 4.7 21.1札
幌
市
昭和25年 4.99 14,310 7,593 2,044 1,101 705 2,867 100.0 53.1 14.3 7.7 4.9 20.0
昭和26年 4.93 16,410 8,071 2,461 1,317 944 3,617 100.0 49.2 15.0 8.0 5.8 22.0
昭和27年 5.00 20,342 9,703 3,149 1,635 1,037 4,818 100.0 47.7 15.5 8.0 5.1 23.7
昭和28年 5.08 25,982 12,509 3,699 2,448 1,105 6,221 100.0 48.1 14.2 9.4 4.3 23.9
昭和22年 5.63 3,599 2,215 524 63 192 604 100.0 61.5 14.6 1.8 5.3 16.8
昭和23年 5.34 8,029 4,738 1,552 76 411 1,252 100.0 59.0 19.3 1.0 5.1 15.6







昭和25年 5.16 11,392 6,280 2,272 512 430 1,899 100.0 55.1 19.9 4.5 3.8 16.7
昭和26年 5.25 15,643 7,488 2,614 1,552 782 3,206 100.0 47.9 16.7 9.9 5.0 20.5
昭和27年 5.22 19,050 9,062 3,215 1,709 969 4,095 100.0 47.6 16.9 9.0 5.1 21.5











































































































































総 平 均 124.7 107.6
主 食 69.4 77.6
蔬 菜 89.6 109.8
菓 子 食 品 91.7 87.3
水 産 魚 介 97.1 89.3
調 味 料 155.2 131.4
肉 及 び 卵 115.3 102.1
加 工 食 品 120.4 103.9
衣料及び身の回り品 134.9 96.5
台 所 用 品 161.1 127.4
光 熱 品 132.7 126.0
雑 貨 類 167.2 129.0
資料）物価庁：主要都市ヤミ物価指数速報
出典)北海道：北海道生活白書、昭和28年、p.112、第102
表より作成。
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終戦直後の北海道におけるエンゲル法則の逆転
現象は、昭和27年10月に北海道民生部がおこ
なった「母子世帯研究」においても指摘されてい
た。この報告書の中では、「母子世帯が北海道の社
会厚生上極めて脆弱な部分を形成していることは
すでに明らかになっていたのであるが、その生活
内容の実態についてはいまだ精細な分析が加えら
れていなかった。……婦人世帯主の職業の質が著
しく劣っているために勤労収入が極度に少なく、
これが生活困難の決定的条件となっていること、
およびいわゆるエンゲル係数は生活困窮者層の生
計費に対しては必ずしも妥当せず、むしろ逆に飲
食費が他の基本的生活費（なかんずく燃料費・義
務教育費）によって圧迫されている」と述べられ
ている。
このように当時の北海道においてエンゲル法則
の逆転が指摘されていたことは、わが国の生活研
究の流れにおいて注目すべきことである。「北海道
生活白書」（第１号、昭和28年）は、第２次大戦
後における北海道総合開発計画の推進にあたって、
その前提として道内地域社会の調査研究が「北海
道民生活実相調査」として実施され、それをもと
にまとめられたものである???。こうした「白書」に
おいて、エンゲル法則の逆転現象を中心課題とし
て当時の北海道民の生活構造の地域的特徴が記さ
れていることは生活研究の系譜においても大きく
評価できる。そしてその実相調査及び「白書」の
編纂にあたっては当時北海道大学に赴任していた
籠山京の影響が非常に大きかったと推測される。
経済企画庁「国民生活白書」（第１号）は昭和31
年に発行されたが、昭和30年代に入ってわが国の
消費内容の構造的変化はまさにめざましいことを
指摘し、同年の「経済白書」のチャッチフレーズ
は〝もはや戦後ではない"であった。
第２次大戦後のわが国の経済復興にとって北海
道は２つの大きな役割を果たしたとされる。１つ
は戦後の復員や満州・樺太などからの引揚げに
よって増加した人口の吸収地域としての役割であ
り、２つには敗戦後のわが国に残された唯一の未
開発資源地域としての役割であった。にもかかわ
らず本州の経済復興が優先される中で、積雪寒冷
といった過酷な自然条件下にあって、北海道に暮
らす人々の生活水準の回復は遅れた。
中鉢は、「ひとつの科学が生命と社会とのあいだ
の領域に欠如しているのではないか」として生活
構造論を著した???。エンゲル法則の逆転現象は、ま
さに人間の生活活動が経済合理性のみによって形
づくられるものではなく、自然的環境や社会的環
境の影響を受けつつ形成され、また変容していか
ざるを得ない状況をさし示すものといってよいで
あろう。
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